
 

               導入促進基本計画 

 
１ 先端設備等の導入促進の目標 
（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 
  標津町の総人口は、1965 年（昭和 40 年）の 8,051 人をピークに減少に転

じ、2023 年(令和 5 年)の時点では 4,874 人となっている。国立社会保障・人

口問題研究所（以下、社人研）によると、2040 年(令和 22 年)に 3,212 人、2060
年(令和 42 年)には 1,837 人となり、ピーク時の 22.8％、2023 年(令和 5 年)
時点の 37.7％となる見込みである。 

  また、人口の推移を「年少人口（0 歳～15 歳未満）」「生産年齢人口（15 歳

～65 歳未満）」「老齢人口（65 歳以上）」に区分（以下、年齢３区分）して見

ると、生産年齢人口は、1970 年（昭和 45 年）の 5,400 人をピークに減少傾

向にある。老年人口だけは総人口が大きく減少している中、1955 年（昭和 30
年）以降一貫した増加傾向にあり、2000 年（平成 12 年）に年少人口を上回

り、更には、2045 年（令和 27 年）頃より生産年齢人口と老年人口がほぼ同

数となるなど高齢化が顕著となることが予想されている。（図１） 

 
  （図１） 総人口及び年齢３区分別人口の推移（1955 年～2060 年） 

 
（出典）標津町人口ビジョン及び総合戦略より 
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産業別の就業者数を見ると農林業が 20％と最も高く、次いで漁業の 12％、

卸小売業 10％、製造業 9％と続き、この４業種で全体の 50％を占めている。

（図２）（表１） 
  一方、令和 5 年 6 月 7 日現在、町内の商工業者数 225 事業所の内、3 事業

所を除く全てが中小企業者である。人口減少・少子高齢化や、基幹産業であ

る漁業の就業者数の減少による関連産業への影響等、社会経済構造の変化に

よって、経営環境が厳しくなっており、今後は、中小企業者が地域経済の底

上げする、付加価値の高い企業へと成長していくことが必要である。 
  

 （図２）産業別人口（2020 国勢調査）  （表１）産業別就業人口推移（2020 国勢調査） 

  

  

また、中小企業者では、製造業やサービス業を含めた非製造業とも業種を問

わず、労働生産性が伸び悩んでおり、大企業との格差は、開いたままである。

（図３） 
労働生産性は需要に依存して決まる面があるが、効率的に付加価値を生み出

し、生産性を向上させるための機械や設備への投資は有効な手段の一つである。    
このような中、標津町では、町内中小企業者の労働生産性向上を図るため、

先端設備の導入を支援していくことが、喫緊の課題である。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

H12 H22 H27 R2

農林業 609 612 563 573

漁業 437 393 395 333

卸小売業 477 305 282 285

製造業 359 303 269 249

全業種 3,474 3,032 2,899 2,858

4業種割合 54.2% 53.2% 52.1% 50.4%



（図３）企業規模別に見た、従業員一人当たりの付加価値額（労働生産性）の推移 

  
 

（２）目標 
 中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入促進基本計画を

策定し、中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、地域経済の更なる発展

を目指す。 
  これを実現するための目標として、計画期間中に３件程度の先端設備等導

入計画の認定を目標とする。 
 

（３）労働生産性に関する目標 

 先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化

に関する基本方針に定めるものをいう。）が年率３％以上向上することを目標

とする。 
 

２ 先端設備等の種類 

 標津町内の基幹産業である農林業や漁業、また、基幹産業に関連する製造業 

や卸小売業など、業種を問わず、多様な設備投資を支援する観点から、本計画 
において対象とする設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定

める先端設備等の全てとする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

 標津町内の中小企業者が設備投資を行いやすい環境を整備することで、労働

生産性の最大限の向上を目指すことから、本計画において対象とする地域は、

標津町内全域とする。 



（２）対象業種・事業 

 標津町内の中小企業者は、業種を問わず労働生産性の向上が伸び悩んでおり、

各産業で広く事業者の生産性向上を実現する必要がある。従って、本計画にお

いて対象とする業種は、全業種とする。 
  生産性向上に向けた取組は、新商品の開発、自動化の推進、IT 化導入によ

る業務効率化、省エネの推進等、多様であるため、本計画において対象とな

る事業は、労働生産性が年率３％以上に資すると見込まれる事業全てとする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

 令和５年７月２３日～令和７年７月２２日までの２年間とする。 
（２）先端設備等導入計画の計画期間 

 ３年間、４年間、５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

（１）人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない

等、雇用の安定に配慮する。 
（２）公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものにつ

いては先端設備等導入計画の認定を対象としない等、健全な地域経済の

発展に配慮する。 
（３）町外中小企業者が町内で新規に事業を行うために先端設備等を導入する

場合は、標津町の経済、雇用を支えるもののみを認定の対象とする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


